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資料 10：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

生活期の在宅における装具フォローアップの現状調査 

 

研究分担者 菊地尚久 千葉県千葉リハビリテーションセンター センター長  

 

研究要旨 

回復期リハビリテーション病院に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退院後に装

具に関するフォローアップが切れていることが問題であると考え、広域支援センターに対して

装具作製・修理に関する調査を行った。千葉県内の広域支援センターに指定されている施設に

メールでアンケート調査を依頼した。回復期リハビリテーション病院に入院し、在宅生活へ移

行した脳卒中片麻痺患者のうち、調査時に訪問リハビリテーションを施行している者を対象と

した。下肢装具作製の有無とその種類については、退院前に装具作製ありが 15名（39.5％）

であった。調査時の下肢装具使用の有無と使用状況については、下肢装具を使用していた者は

11名（73.3％）、退院後に装具修理を行った経験があるのは 1名（9.1％）、退院後に治療用

装具を再作製した経験があるのは 4名（36.4％）、退院後に更生用装具を作製した経験がある

のは 1名（9.1％）と退院後生活期において十分なフォローアップが行われている症例は少な

かった。この理由として、退院元の病院で装具のフォローが行われていることが少ないことが

挙げられ、生活期におけるリハビリテーション科等のフォローアップの重要性が示唆された。 

また更生用装具の作製件数は非常に少なく、病院での装具交付意見書による作製など、行政で

の工夫が必要であると思われた。 

 

Ａ．研究目的 

障害者にとって義肢装具などの補装具は日々の生

活を送るうえで欠かせない用具である。したがって、

障害者総合支援法で支給された補装具が適切に、か

つ継続的に使用されることは、利用者の利便性向上

に直結する。さらには、公費の効率的な運用にもつ

ながるため重要である。 

脳卒中後の下肢装具は、支給件数が非常に多く、

もっともよく処方される補装具であるが、退院後に

装具に関するフォローアップが適切に行われず、不

適切な装具や破損した装具を使用し続けている状況

が生じている。 

脳卒中片麻痺患者では下肢麻痺に伴って内反尖足

を生じることが多く、回復期リハビリテーション病

棟で必要に応じて短下肢装具などの下肢装具を作製

する。入院でのリハビリテーション治療を行ってい

る段階では、毎日関節可動域訓練と歩行訓練を行っ

ているが、退院後には施設や訪問での維持的リハビ

リテーションを毎日行えることは少なく、痙縮の悪

化による装具の不適合が生じる可能性がある。 

これに対して障害者総合支援法による更生用装具

の作製あるいは回復期に作製した装具を修理するな

どの対応が必要であるが、更生用装具の作製には決

められた日に、決められた場所に行く必要があり、

修理の際にも業者に来てもらうか、装具を修理でき

る病院に行く必要があることが問題である。このた

め退院後に装具に関するフォローアップが適切に行

われず、不適切な装具や破損した装具を使用し続け

ている状況が生じている。 

本分担研究では、回復期リハビリテーション病院

に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退

院後に装具に関するフォローアップが切れているこ

とが問題であると考え、広域支援センターに対して

装具作製・修理に関する調査を行ったので報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

千葉県内の広域支援センターに指定されている施

設にメールでアンケート調査を依頼した。回復期リ

ハビリテーション病院に入院し、在宅生活へ移行し

た脳卒中片麻痺患者のうち、調査時に訪問リハビリ

テーションを施行している者 38名を対象とした。 
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調査項目は下肢装具作製の有無とその種類、調査

時の下肢装具使用の有無と使用状況（屋内外で実用

的に使用、屋内のみで実用的に使用、屋外のみで実

用的に使用、リハビリテーション時のみ使用）、退院

後に装具修理を行った経験の有無、退院後に治療用

装具を再作製した経験の有無、更生用装具を作製し

た経験の有無とした。 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者に対する人権擁護上の配慮としては、

患者個人に特定した調査は行なわず。アンケート調

査対象の医療従事者に対する調査のみとしているた

め、倫理面の問題がないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

下肢装具作製の有無とその種類については、退院

前に装具作製ありが 15名（39.5％）、装具の種類に

ついては短下肢装具が 15名（100％）、プラスチック

製短下肢装具が 12名（80％）、金属支柱付短下肢装

具が 3名（20％）であった。 

調査時の下肢装具使用の有無と使用状況について

は下肢装具を使用していた者は 11名（73.3％）、屋

内外で実用的に使用していたのは 2名（18.2％）、屋

内のみで実用的に使用していたのは 0名（0％）、屋

外のみで実用的に使用していたのは 6名（54.5％）、

リハビリテーション時のみ使用していたのは 3名

（27.2％）であった。退院後に装具修理を行った経

験があるのは 1名（9.1％）であった。退院後に治療

用装具を再作製した経験があるのは 4名（36.4％）

であった。退院後に更生用装具を作製した経験があ

るのは 1名（9.1％）であった。 

 

Ｄ．考察 

回復期リハビリテーション病棟退院後の補装具に

関するフォローアップの問題点は、回復期リハビリ

テーション病棟で体制強化加算を取っている施設基

準入院料 1の病院では専従医が外来診療を行うこと

ができないこと、病院経営的観点からみるとリハビ

リテーション科外来の開設は大きな利益を得ること

ができないので開設していない病院が多いことであ

る。これらの理由から回復期リハビリテーション病

棟退院後のリハビリテーション科外来フォローが途

切れてしまい、退院後装具の適合不良や破損が生じ

ても修理に対応できるチャンスが減ってしまうこと

となる。 

厚生労働省の資料によると更生用装具に関しては、

身体障害者更生相談所の判定により市町村が決定し、

更生相談所に来所判定することとなっている。 

千葉県の補装具判定は直接判定が主体であり、基

本的に当センターと我孫子市にある 2か所の更生相

談所、その他 8か所ある出張相談での判定業務とな

っている。来所判定の問題は日程がかなり限られて

いること、多くの利用者が家族あるいはヘルパーの

同伴が必要なことである。他の都道府県、政令指定

都市の多くは千葉県と同じく直接判定が主体である

が、補装具交付意見書で判定を行っているところも

ある。北海道、秋田県など意見書作成にあたり、記

載医師の資格要件はなしである一方、横浜市、川崎

市、神奈川県など記載医師に一定の資格を設けて意

見書主体で判定している行政機関もある。千葉県で

は利用者の利便を図るため、４年前に意見書での判

定対象を増やしてはどうかとの提案を千葉県に行い、

関係会議での検討の結果、一定の資格を持った医師

が勤務し、依頼件数が多いいくつかの病院で意見書

判定が認める方向で行うことになった。これにより

更生用装具のフォローアップが増加することを期待

している。 

千葉県内の義肢装具業者については近都県と比べ

て少ないのが特徴であり、ほとんどの業者は東京都、

埼玉県、茨城県などから来ている。更生用装具には

必要経費が含まれているとされているが、遠方から

自動車で初回判定、仮合わせあるいは完成チェック

のために来所すると、かなりの出費が必要になる。

この問題についても意見書での判定を増やすことで

この問題もある程度解決できると考えている。 

生活期における装具の専門医のフォローについて

は、回復期リハビリテーション終了後には多くの場

合、かかりつけ医のみに医療を移行してしまい、リ

ハビリテーション科医、脳神経内科医、脳神経外科

医など装具の適合、歩行、痙縮などに対するフォロ

ーができる医師が定期的に診察できる体制をとれな

いことが多く、痙縮が悪化による装具の適合不良、

破損などの問題が生じてもこれに対する対処ができ

なくなってしまうことが問題である。この問題を解



- 96 - 

 

決するにはリハビリテーション科外来を全ての回復

期リハビリテーション病棟のある病院に開設しても

らう、総合支援法による判定に関しては、在宅のリ

ハビリテーションスタッフから更生相談所への相談

を勧めること、初回に補装具判定を受けている場合

には 2回目以降は更生相談所が主体となって装具手

帳を作成する、業者から定期的なフォローを行うな

どの方策が考えられる。 

また装具フォローアップにおける地域医療連携に

ついては、装具の問題、痙縮の発生あるいは増悪を

認知し、治療を行える地域連携が必要と考えており、

医療機関、訪問看護ステーション、訪問リハスタッ

フ、ケアマネジャー、デイケアなどの施設との地域

連携、本人の訴え、装具の評価、歩行から痙縮の状

況を地域のスタッフ判断すること、その後装具の評

価、作製している機関への紹介することが必要であ

ると考えている。 

 

Ｅ．結論 

今回の結果から回復期には必要に応じて装具が作

製されているものの、退院後生活期において十分な

フォローアップが行われている症例は少ないことが

推察された。この理由として、退院元の病院で装具

のフォローが行われていることが少ないことが挙げ

られ、生活期におけるリハビリテーション科等のフ

ォローアップの重要性が示唆された。また更生用装

具の作製件数は非常に少なく、病院での装具交付意

見書による作製など、行政での工夫が必要であると

思われた。 
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3.その他 

 無 


